
様式第１号 

 

参 加 申 込 書 

  年  月  日 

 

鳥取県知事 平井 伸治 様 

 

 

（提出者）                      

会社(団体)名                    

所 在 地                    

代 表 者 名                    

 

（連絡責任者）                    

所 属                    

職 ・ 氏 名                    

電 話 番 号                    

ファクシミリ                    

電子メール                    

 

 

 

 令和７年３月１２日付調達公告に係る「とっとりインターンシップ推進事業広報業務」調達の公募型

プロポーザルに参加したいので、下記のとおり資料を提出します。 

なお、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に該当しない者であること及び

添付書類の記載事項について事実と相違しないことを誓約します。 

 

記 

 

１ 調達件名 とっとりインターンシップ推進事業広報業務 

 

２ 提出資料 

 

（１）公募型プロポーザル参加資格確認書（様式第２号） 

 

（２）個人情報の管理に係る申告書（様式第３号） 

 

（３）国、他の地方公共団体その他の公共団体又は公共的団体の業務により学生等に対するＳＮＳをは

じめとするインターネットを活用した媒体での企業の情報、強み、魅力等の発信を行った実績があ

る者であることがわかる書類（契約書及び実績報告書の写し並びにその他実績が具体的にわかる資

料） 

 



様式第２号 

 

公募型プロポーザル参加資格確認書 

 

鳥取県知事 平井 伸治 様 

 

案件名称：とっとりインターンシップ推進事業広報業務 

 

 １ 当社（団体）は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当し

ない者です。 

２ 当社（団体）は、法人格を有しています。 

３ 当社（団体）は、国、他の地方公共団体その他の公共団体又は公共的団体の業務により学

生等に対する SNS をはじめとするインターネットを活用した媒体での企業情報、強み、魅力

等の発信を行った実績がある者であります。 

４ 当社（団体）は、本件調達の公告日から本書の提出日までの間のいずれにおいても、会社

更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始又は民事再生法（平成１１年法律

第２２５号）の規定による再生手続開始の申立てを行っていません。 

  また、本件業務の企画提案書等の提出期限までに更生手続開始又は再生手続開始の申立てを受け

た場合には、参加資格を無効とされても異議を申し立てません。 

 

                    上記のとおり相違ないことを誓約します。 

                      

                        年  月  日   

 

 

 

（提出者）                      

会社(団体)名   

所 在 地                    

代 表 者 名                    

 

（連絡責任者）                    

所 属                    

職 ・ 氏 名                    

電 話 番 号                    

ファクシミリ                    

電子メール                    

 



様式第３号 

 

個人情報の管理に係る申告書 

 

 

 鳥取県知事 平井 伸治 様 

 

所在地  

商号又は名称  

代表者職・氏名 

 

           （連絡先） 

担当者職・氏名  

所属部署  

電話番号  

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  

 

 とっとりインターンシップ推進事業広報業務に係るプロポーザル方式の審査項目である「個人情報の

漏えい等の有無」について、下記のとおり申告します。 

  

記 

 

１ 過去２年間に受託業務における個人情報の漏えい等   有  ・  無 

 ２ 個人情報の漏えい等事案の概要  

業務名  

発注機関名  

個人情報の漏えい等の

概要及び発生原因 

概要例：誤送付により、〇名の氏名が漏えいした。 

   注）上記１で有の場合のみ、記載してください。 

     複数の事案がある場合は、表を追加して記載してください。 

     発注機関に対し、個人情報の漏えい等事案について内容確認を行う場合があり 

ます。その場合は予めお知らせします。 

 


